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が
い
や
働
き
に
見
合
っ
た
報
酬
を
求
め

て
、
転
職
も
構
わ
な
い
と
す
る
意
識
が

増
加
し
て
お
り
、
転
職
希
望
率
も
高
ま

っ
て
き
て
い
る

第
３
次
産
業
の
就
業
者
の
割
合
は
、

特
に
サ
ー
ビ
ス
業
を
中
心
に
上
昇
し
て

い
る
一
方
で
、
製
造
業
の
就
業
者
の
割

合
は
減
少
し
、
現
在
は
全
体
の
２
割
程

度
で
あ
る
。
職
業
別
に
見
る
と
、
ホ
ワ

イ
ト
カ
ラ
ー
の
構
成
比
が
上
昇
し
て
い

る
。
技
能
工
等
の
構
成
比
は
１
９
９
０

年
代
以
降
、
や
や
低
下
傾
向
に
あ
る
。

全
体
の
雇
用
構
造
と
し
て
は
、
サ
ー
ビ

ス
産
業
化
と
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
化
が
顕

著
な
特
徴
を
な
し
て
い
る
。

特 集 ＝日本

の雇用を考え

る ～雇用形態の

多様化への対応～
日
本
の
雇
用
を
考
え
よ
う
！

”雇
用
の
現
状
と
労
働
運
動
“

い
、
１
９
６
０
年
に
は
、
従
業
員
の
半

数
は
10
代
・
20
代
だ
っ
た
が
、
２
０
０

４
年
に
は
、
10
代
・
20
代
は
25
％
程
度

に
半
減
し
、
50
歳
以
上
が
中
小
企
業
で

は
３
割
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

日
本
企
業
は
こ
れ
ま
で
に
な
い
ス
ピ

ー
ド
で
経
営
の
構
造
改
革
が
迫
ら
れ
て

い
る
。
同
時
に
企
業
の
構
造
改
革
・
組

織
再
編
を
助
成
・
促
進
す
る
法
律
が
整

備
さ
れ
、
企
業
単
位
、
事
業
単
位
の
経

営
統
合
、
事
業
統

合
、
再
編
が
容
易

に
な
っ
た
。
労
働

契
約
承
継
法
で
は

雇
用
関
係
に
つ
い

て
も
本
人
の
同
意

を
必
要
と
し
な
い

「
転
籍
」
が
可
能

と
な
っ
て
い
る
。

若
年
層
の
失
業

率
は
９
〜
10
％
の

高
水
準
で
推
移

し
、
就
職
や
進
学

も
せ
ず
、
学
校
を

卒
業
す
る
も
の
の

割
合
も
増
加
し
て

い
る
。

り
、
１
９
８
６
年
に
７
万
余
あ
っ
た
組

合
数
（
ピ
ー
ク
）
が
、
２
０
０
５
年
に

は
約
６
万
２
千
組
合
と
約
１
万
２
千
組

合
の
大
幅
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

新
設
企
業
・
事
業
所
に

お
け
る
無
組
合
化

組
合
員
・
組
合
数
の
減
少
の
一
つ
の

要
因
と
し
て
、
新
設
企
業
・
事
業
所
に

労
働
組
合
の
使
命
と
し
て
、
雇
用
を

守
る
こ
と
が
第
一
義
と
言
わ
れ
る
。
こ

の
大
テ
ー
マ
の
達
成
は
、
時
代
環
境
の

変
化
と
と
も
に
あ
る
わ
け
で
、
今
日
の

よ
う
な
状
況
か
ら
は
一
筋
縄
で
い
か
な

い
。
し
か
し
、
こ
の
こ
と
を
果
た
す
役

割
が
労
働
組
合
に
あ
る
以
上
、
そ
の
存

在
意
義
を
か
け
て
取
り
組
ま
ね
ば
な
ら

な
い
。
一
方
、
労
働
組
合
の
存
在
自
身

が
危
う
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ

れ
へ
の
対
応
も
図
っ
て
い
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
以
上
の
こ
と
か
ら
、
前
段

で
雇
用
多
様
化
の
現
状
を
、
後
段
で
労

働
組
合
の
対
応
と
そ
れ
に
併
せ
て
、
活

性
化
私
案
を
提
起
す
る
。

●
電
機
連
合
書
記
長

大
福

真
由
美

お
お
ふ
く
・
ま
ゆ
み

72
年
三
菱
電
機
（
株
）
入
社
。
84
年
三

菱
電
機
労
組
中
津
川
支
部
執
行
委
員
。

88
年
三
菱
電
機
関
連
労
連
事
務
局
長
。

92
年
三
菱
電
機
労
組
中
央
執
行
委
員
。

94
年
電
機
連
合
産
業
政
策
局
長
。
96
年

電
機
連
合
労
働
政
策
局
長
。
98
年
電
機

連
合
書
記
長
（
現
在
）

基
調
講
演

１

雇
用
構
造
の
変
化

失
業
率
は
１
９
９
４
年
８
月
に
３
％

を
超
え
た
後
、
１
９
９
８
年
４
月
に
は

４
％
、
２
０
０
１
年
７
月
に
は
５
％
台

を
つ
け
た
後
、
２
年
以
上
に
わ
た
っ
て

５
％
台
と
い
う
高
い
水
準
で
高
止
ま
り

し
て
い
る
。
２
０
０
５
年
７
月
現
在

も
４
・
４
％
と
、
景
気
回
復
し
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
大
き
く
回
復
し
な
い

状
態
が
続
い
て
い
る
。

雇
用
の
不
安
の
高
ま
り
と
同
時
に
、

雇
用
流
動
化
の
動
き
も
進
展
し
て
い

る
。
ひ
と
つ
の
会
社
に
一
生
勤
め
上
げ

る
と
い
う
価
値
観
か
ら
、
仕
事
の
や
り

雇
用
の
多
様
化

こ
の
よ
う
な
雇
用
構
造
の
変
化
の
中

で
雇
用
の
多
様
化
も
進
ん
で
い
る
。
そ

の
特
徴
と
し
て
非
正
規
労
働
者
の
増
大

傾
向
が
あ
り
、
１
９
９
５
年
の
21
％
か

ら
、
２
０
０
４
年
に
は
31
％
へ
と
上
昇

し
て
い
る
。
労
働
者
の
３
人
に
１
人
は
、

非
正
規
労
働
者
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

特
に
、
女
性
は
非
正
規
労
働
者
の
比
率

が
高
く
、
２
人
に
１
人
が
そ
う
し
た
立

場
に
な
っ
て
い
る
。

女
性
の
雇
用
者
数
は
増
加
し
、
雇
用

者
総
数
に
占
め
る
割
合
も
上
昇
し
て
い

る
。
１
９
６
５
年
の
31
％
か
ら
２
０
０

４
年
の
41
％
へ
割
合
が
上
昇
し
て
き
て

い
る
。
従
来
の
極
端
な
Ｍ
字
カ
ー
ブ
は

改
善
さ
れ
て
き
て
い
る
も
の
の
、
依
然

と
し
て
Ｍ
字
カ
ー
ブ
は
見
ら
れ
る
。
女

性
が
出
産
・
育
児
後
、
仕
事
に
復
帰
す

る
場
合
も
、
パ
ー
ト
な
ど
の
非
典
型
雇

用
に
就
か
ざ
る
を
得
な
い
ケ
ー
ス
が
多

く
課
題
解
決
が
求
め
ら
れ
る
。
女
性
の

管
理
職
へ
の
登
用
の
割
合
は
伸
び
て
き

て
い
る
も
の
の
、
未
だ
少
な
い
現
状
に

あ
る
。

急
速
に
進
む
少
子
高
齢
化
に
と
も
な

労
働
組
合
の
組
織
率

日
本
の
労
働
組
合
員
数
・
組
織
率
の

推
移
を
み
る
と
、
１
９
７
０
年
に
は

35
％
あ
っ
た
組
織
率
が
そ
の
後
一
貫
し

て
低
下
し
、
２
０
０
５
年
に
は
20
％
を

切
る
ま
で
に
落
ち
込
ん
で
組
合
員
数
も

１
９
９
５
年
を
ピ
ー
ク
に
下
落
の
一
途

で
あ
る
。
ま
た
、
組
合
数
も
減
っ
て
お
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図表１　労働組合の組織率と組合員数の推移

図表2 日本労働組合数の推移

出所：厚労省「労働組合基礎調査」

出所：厚労省「労働組合基礎調査」
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の雇用を考え

る ～雇用形態の

多様化への対応～

お
け
る
無
組
合
化
が
あ
り
、
こ
の
数
年

特
に
顕
著
と
な
っ
て
い
る
。
２
０
０
３

年
に
は
、
新
設
企
業
・
事
業
所
に
お
け

る
無
組
合
の
数
は
、
１
６
０
０
社
近
く

に
上
っ
て
い
る
。

各
産
別
の
組
織
人
員
数
は
減
少
傾
向
に

転
じ
て
お
り
、
１
９
９
０
年
を
１
０
０

と
し
た
指
数
の
推
移
を
み
れ
ば
、
自
動

車
総
連
で
は
１
９
９
５
年
頃
の
１
１
０

を
ピ
ー
ク
に
、
２
０
０
４
年
に
は
95
程

度
に
。
電
機
連
合
で
は
、
１
９
９
７
年

の
１
０
８
を
ピ
ー
ク
に
、
２
０
０
４
年

に
は
90
近
く
に
ま
で
減
少
し
て
い
る
。

金
属
機
械
産
業
の
Ｊ
Ａ
Ｍ
で
は
、
93
年

の
１
０
８
を
ピ
ー
ク
に
２
０
０
４
年
に

金
属
関
係
主
要
産

別
組
合
員
数
の
推

移金
属
産
業
関
係
の
産
別
組
合
員
数
の

推
移
を
見
る
と
、
１
９
９
５
年
を
境
に

は
80
に
ま
で
減
少
し
て
い
る
。
基
幹
労

連
の
鉄
鋼
・
造
船
重
機
・
非
鉄
産
業
で

は
、
94
年
の
１
０
５
を
ピ
ー
ク
に
２
０

０
４
年
に
は
、
73
程
度
に
ま
で
減
少
し

て
い
る
。（
図
表
‥
１
９
９
０
年
＝
１

０
０
）

◎
労
働
組
合
の

活
性
化
私
案

こ
こ
で
活
性
化
の
私
案
を
提
起
し
た

い
。組

合
員
を
増
や
す

こ
と

組
織
率
の
低
迷
は
顕
著
で
あ
り
、
規

模
別
で
は
中
小
組
合
、
業
種
別
で
は
第

三
次
産
業
で
低
い
と
い
う
実
態
に
あ

る
。

①
働
く
者
の
連
帯
感
の
再
構
築

現
在
、
連
合
に
加
盟
し
て
い
る
組
合

員
層
は
、
組
合
の
保
護
下
に
置
か
れ
た

”
最
強
の
労
働
者
層
“
と
言
え
る
。
こ

う
し
た
層
を
中
心
に
、
ま
ず
働
く
者
の

連
帯
意
識
の
再
構
築
を
め
ざ
し
、

「
労
働
者
連
帯
基
金
」、
連
合
版
「
雇
用

■ 

● 

自動車総連 
電機連合 
JAM 
基幹労連 

115 
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-400 
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組合 

150 
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千人 

1970 73 76 79 82 85 88 91 94 97 00 03

レ
ベ
ル
に
到
る
ま
で
組
織
率
低
下
の
危

機
感
を
醸
成
す
る
必
要
が
あ
る
。

組
合
員
の
範
囲
を

考
え
る

組
合
の
組
織
率
の
向
上
の
手
だ
て
と

し
て
、
中
間
管
理
職
の
組
合
組
織
化
な

ど
、
組
合
員
の
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と

労働組合数は単位組合数 

民営企業に 
おける企業 
規模別 

計  

5 , 0 0 0人以上  

1 , 0 0 0～4 , 9 9 9人  

5 0 0～9 9 9人  

3 0 0～4 9 9人  

1 0 0～2 9 9人  

3 0～9 9人  

2 9人以下  

その他  

組合数 
労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 
組合数 

労働組合員数 

労働組合 
基礎調査 
（2004） 

事業所・企業 
統計調査 
（2001） 

組織率 

62,805 
10,209,154 
51,485 

8,015,666 
9,284 

2,584,026 
8,285 

2,031,229 
4,442 

767,358 
3,665 

492,433 
9,131 

727,528 
9,093 

269,817 
4,411 
40,548 
3,174 

1,102,727 
11,320 

2,193,488

5,921,514 
52,159,347 

 
33,911389 

 
5,185,855 

 
 
 

4,601,692 
 
 
 

4,989,672 
114,237 
5,792,234 
1,460,708 
8,564,972

19.6％ 
 

23.6％ 
 

49.8％ 
 
 
 

27.4％ 
 
 
 

14.6％ 
8.0％ 
4.7％ 
0.3％ 
0.5％ 

国公営  

注：労働組合数は単位組合数であり企業数より多くなる可能性がある 

合　計 

セ
ー
フ
テ
ィ
共
済
」
な
ど
の
構
想
が
考

え
ら
れ
る
。

②
非
正
規
社
員
と
正
社
員
利
害

相
反
の
構
図
の
打
破

非
正
規
社
員
の
劣
位
の
労
働
条
件
放

置
は
、
正
社
員
の
労
働
条
件
に
マ
イ
ナ

ス
影
響
を
与
え
る
こ
と
を
し
っ
か
り
と

啓
発
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
非
正

規
社
員
の
労
働
条
件
の
向
上
に
取
り
組

む
こ
と
は
、
結
果
的
に
正
規
労
働
者
の

労
働
条
件
を
守
る
こ

と
に
つ
な
が
る
。

「
情
け
は
人
の
た
め
な

ら
ず
」
で
あ
る
。

③
加
盟
単
産
以
下
、

職
場
ま
で
の
危
機

感
の
醸
成

労
働
組
合
の
組
織
率

が
こ
の
ま
ま
で
推
移

し
た
ら
ど
う
な
る
か
。

組
合
組
織
率
10
％
、

５
％
の
世
界
は
働
く

者
に
と
っ
て
ど
う
い

う
劣
位
な
立
場
が
用

意
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
の
か
。
加
盟
単
産

の
み
な
ら
ず
、
職
場

図表6 中間管理職の割合の変化（男女100人以上・産業計）

1991年

1996年

2001年

2004年

2.7％

部 長

2.6％

3.0％

3.0％

6.2％

課 長

6.5％

6.6％

6.8％

5.7％

係 長

6.1％

6.2％

5.9％

85.5％

非職階

84.8％

84.2％

84.3％

91.2％

係長含む

90.9％

90.4％

90.2％

100.0％

全労働者

100.0％

100.0％

100.0％

単位：十人

出所：厚生労働省賃金センサス（賃金構造基本統計調査）、佐藤厚（日本労働研究雑誌
no.525） ●「部長」は『事業所で通常「部長」または「局長」と呼ばれているものであ
って、その組織が２課以上からなり、又は、その構成員が20人以上のものの長』+『同一
事務所において、職務の内容及び責任の程度が「部長」に相当する者』（ただし「部長代
理」などと呼ばれている者は除く）●「課長」は『事業所で通常「課長」と呼ばれている
ものであって、その組織が２係以上からなり、又は、その構成員が10人以上のものの長』
+『同一事務所において、職務の内容及び責任の程度が「課長」に相当する者』（ただし
「課長代理」などと呼ばれている者は除く）

図表3 新設企業・事業所における組合数と組合員数の推移

図表4 金属産業関係の産業別組合員数の推移

図表5 企業規模別に見た労働組合組織率

出所：厚労省「労働組合基礎調査」

出所：同上。注）JAMと基幹労連は統合前に遡って、旧産別組合の組合員数を合算したもの。
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特 集 ＝日本

の雇用を考え

る ～雇用形態の

多様化への対応～

対
応
が
後
手
に
回
っ
た
こ
と
は
事
実
で

あ
る
。
労
働
時
間
へ
の
対
応
に
つ
い
て

は
、
企
業
別
労
働
組
合
、
産
別
の
枠
を

超
え
た
運
動
が
可
能
で
あ
る
し
、
連
合

が
先
頭
に
立
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

低
成
長
、
成
熟
社
会
の
中
で
の
新
た
な

生
活
と
働
き
方
の
モ
デ
ル
構
築
が
急
が

れ
る
。

「
賃
金
・
一
時
金
」
が
個
別
的
労
働

条
件
化
す
る
中
で
、「
労
働
時
間
」
は

集
団
的
労
使
関
係
の
枠
組
み
で
の
処
理

に
な
じ
む
こ
と
も
取
り
組
む
上
で
の
好

要
因
と
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

ま
ず
、
労
働
時
間
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス

タ
ン
ダ
ー
ド
の
構
築
が
重
要
で
あ
る
。

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
の
構
築
に

つ
い
て
は
、
３
点
あ
げ
て
お
き
た
い
。

１
つ
は
、
所
定
労
働
時
間
の
面
に
お

い
て
、
週
40
時
間
制
を
確
立
す
る
こ
と

で
あ
る
。

２
つ
は
、
長
時
間
労
働
に
対
す
る
法

的
規
制
の
強
化
の
徹
底
で
あ
る
。
き
め

細
か
な
労
使
協
議
を
通
じ
て
、
職
場
か

ら
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス（
法
令
遵
守
）を

徹
底
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

３
つ
に
は
、
年
次
有
給
休
暇
の
取
得

の
仕
組
み
づ
く
り
で
あ
る
。
ワ
ー
ク
・

ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
を
実
現
す
る
た
め

に
も
、
年
次
有
給
休
暇
を
き
ち
ん
と
消

化
で
き
る
よ
う
な
職
場
風
土
づ
く
り
と

そ
の
取
得
の
仕
組
み
づ
く
り
に
労
働
組

合
と
し
て
全
力
を
尽
く
す
必
要
が
あ

る
。
法
制
度
面
で
は
、
法
定
付
与
の
下

限
日
数
の
引
上
げ
を
要
請
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

求
心
力
は
多
極
化
の

時
代
│
そ
の
中
の

共
通
項
は「
安
心
」、

「
安
定
」、「
安
全
」

労
働
組
合
の
求
心
力
が
低
下
し
て
い

る
と
言
わ
れ
て
い
る
今
日
、
そ
の
求
心

力
自
体
も
昔
と
比
べ
て
多
極
化
の
時
代

を
迎
え
て
い
る
。
そ
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
、

次
に
掲
げ
る
４
点
が
代
表
的
な
も
の
で

あ
ろ
う
。

①
少
子
高
齢
社
会
で
の
老
後
不
安
の
　

解
消

②
税
制
改
革

③
社
会
の
治
安
回
復

④
国
家
安
全
保
障

そ
し
て
、
そ
の
実
現
の
た
め
に
は
、

次
の
２
つ
の
点
の
解
決
が
求
め
ら
れ

を
真
剣
に
考
え
る
必
要
が
あ
る
。

労
組
法
上
の
管
理
職
範
囲
と
労
基
法

上
（
労
基
法
第
41
条
労
働
時
間
等
に

関
す
る
規
定
の
適
用
除
外
）
の
管
理
職

範
囲
の
混
同
を
し
が
ち
で
あ
る
。
一
定

以
上
の
社
内
資
格
に
お
い
て
、
労
基
法

第
41
条
の
要
件
に
適
合
し
、
時
間
外
割

増
等
の
労
基
法
に
お
け
る
労
働
時
間
規

制
の
適
用
除
外
と
し
た
か
ら
と
い
っ

て
、
そ
れ
が
、
直
ち
に
労
組
法
第
２
条

但
書
の
要
件
に
適
合
す
る
わ
け
で
は
な

い
。
組
合
員
の
範
囲
に
つ
い
て
は
労
組

法
第
２
条
に
基
づ
き
、
き
ち
ん
と
解
釈

し
、
中
間
管
理
職
な
ど
の
組
合
組
織
化

に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

【
参
考
】
労
組
法
第
２
条
１
項
但

し
書
き
の
一
で
組
合
員
か
ら
除

外
し
て
い
る
も
の
。

①
役
員

②
雇
入
解
雇
昇
進
ま
た
は
異
動

に
関
し
て
直
接
の
権
限
を
持
　

つ
監
督
的
地
位
に
あ
る
労
働

者
③
使
用
者
の
労
働
関
係
に
つ
い

て
の
計
画
と
方
針
と
に
関
す

る
機
密
の
事
項
に
接
し
、
そ

の
た
め
に
そ
の
職
務
上
の
義

務
と
責
任
と
が
当
該
労
働
組

合
の
組
合
員
と
し
て
の
誠
意

と
責
任
と
に
直
接
に
抵
触
す

る
監
督
的
地
位
に
あ
る
労
働

者
④
そ
の
他
使
用
者
の
利
益
を
代

表
す
る
者

新
た
な
結
集
軸
の

一
つ
は
「
時
間
」

①
生
活
時
間

生
活
時
間
と
労
働
時
間
と
の
調
和
を

図
る
こ
と
が
非
常
に
重
要
で
あ
る
。
単

に
労
働
時
間
の
デ
ジ
タ
ル
な
短
縮
を
求

め
る
こ
と
か
ら
、
生
活
全
般
の
中
の
労

働
時
間
の
位
置
づ
け
、
そ
の
余
の
可
処

分
時
間
の
中
身
を
提
案
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。
日
本
の
職
場
に
“
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
”
と

い
う
ム
ー
ブ
メ
ン
ト
を
起
こ
せ
る
か
。

こ
の
面
で
の
労
働
組
合
の
果
た
す
役
割

は
極
め
て
大
き
い
。

②
労
働
時
間

こ
の
数
年
、
労
働
組
合
と
し
て
、
雇

用
の
確
保
に
手
一
杯
で
労
働
時
間
へ
の

少
子
化
対
策
は
ヒ

ュ
ー
マ
ン
な
職
場

環
境
か
ら

少
子
化
対
策
は
、
社
会
に
と
っ
て
、

そ
し
て
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
で
あ
る

労
働
組
合
に
と
っ
て
最
も
ベ
ー
シ
ッ
ク

に
し
て
急
が
ね
ば
な
ら
な
い
課
題
で
あ

る
。
労
働
組
合
の
関
わ
り
と
し
て
以
下

の
２
点
の
視
点
を
提
起
す
る
。

①
企
業
経
営
の
効
率
、
コ
ス
ト
主
義

に
、「
人
間
ら
し
さ
」、「
優
し
さ
」

を
持
ち
込
め
る
の
が
労
働
組
合
。

②
働
き
な
が
ら
子
供
を
産
め
な
い
環

境
の
職
場
を
撲
滅
で
き
な
い
か
。

る
。

①
目
的
（
政
策
・
制
度
改
革
へ
の
組
　

合
員
の
ニ
ー
ズ
）
と
手
段
（
政
治

活
動
）
の
ギ
ャ
ッ
プ

②
社
会
シ
ス
テ
ム
の
中
で
勤
労
者
の

声
を
ど
う
代
表
で
き
る
か
（
税
制

改
革
に
お
け
る
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
課

税
と
法
人
税
課
税
の
よ
う
に
）

社
会
、
経
済
の
２
極

化
に
ど
の
よ
う
に
歯

止
め
を
か
け
る
か

社
会
・
経
済
の
２
極
化
が
進
行
し
て

い
る
。
こ
の
問
題
の
解
決
を
図
る
上
で

労
働
組
合
の
果
た
す
役
割
は
大
き
い
。

端
的
に
は
以
下
の
３
つ
の
点
の
取
り
組

み
が
不
可
欠
で
あ
る
。

①
機
会
の
平
等
を
追
求
す
る
の
は
当

然
の
こ
と
と
し
て
、
結
果
の
不
平

等
は
ど
こ
ま
で
容
認
さ
れ
る
か
。

②
機
会
の
平
等
は
公
平
さ
が
必
要
。

結
果
の
不
平
等
に
は
最
低
限
の
ラ

イ
ン
は
必
要
。

③
均
衡
処
遇
、
ミ
ニ
マ
ム
、
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
が
不
可
欠
。

「
労
働
」
の
現
場
の

組
合
組
織
の
力

労
働
組
合
組
織
そ
の
も
の
が
、
心
し

て
取
り
組
む
べ
き
課
題
と
し
て
、
以
下

の
４
点
に
整
理
し
て
み
た
。
要
は
、
問

題
は
現
場
に
あ
り
、
現
場
で
常
日
頃
か

ら
問
題
が
萌
芽
し
て
い
る
と
考
え
る
べ

き
で
あ
る
。
今
も
昔
も
問
題
は
変
わ
ら

ず
プ
リ
ミ
テ
ィ
ブ
な
こ
と
と
言
え
る
か

も
し
れ
な
い
。

①
内
な
る
弱
体
化
へ
の
歯
止
め
。

②
現
場
の
足
腰
の
強
化
が
重
要
。

③
企
業
別
労
働
組
合
の
領
域
の
課
題

で
あ
る
が
、
組
合
員
に
と
っ
て
最

も
親
し
み
や
す
い
「
組
合
の
人
」

は
職
場
委
員
。
常
日
頃
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
深
化
が
求
め
ら

れ
る
。

④
原
点
に
返
っ
た
組
合
活
動
―
現
場

に
神
宿
る
。

労
働
組
合
の
社
会

的
な
共
感
、
プ
レ
ゼ

ン
ス
の
向
上

大
福
氏
講
義
風
景

労
働
組
合
と
い
う
と
、
若
い
人
に
は

カ
ビ
く
さ
い
響
き
と
感
じ
ら
れ
る
か
も

し
れ
な
い
。
ま
た
、
20
％
を
割
っ
た
存

在
は
、
社
会
的
に
は
、
そ
の
存
在
を
認

知
さ
れ
る
に
も
至
っ
て
い
な
い
か
も
し

れ
な
い
。
し
か
し
、
一
方
で
、
そ
の
労

働
組
合
の
役
割
発
揮
を
期
待
す
る
声
も

小
さ
く
は
な
い
。
企
業
内
組
合
と
し
て

の
イ
ン
ナ
ー
な
存
在
か
ら
、
新
し
い
時

代
・
新
し
い
使
命
と
し
て
、
労
働
組
合

は
社
会
的
責
任
の
発
揮
も
重
要
な
存
在

意
義
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
こ
に
活
性
化

の
糧
が
あ
る
こ
と
を
し
っ
か
り
と
承
知

し
て
お
く
必
要
が
あ
ろ
う
。
社
会
的
な

共
感
や
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
向
上
の
た
め
の

課
題
と
し
て
概
ね
以
下
の
３
点
に
整
理

し
た
。

①
社
会
的
公
正
、
社
会
運
動
の
担
い

手
と
し
て
の
労
働
組
合
。
運
動
の

社
会
化

②
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
社
会
運
動
と
連
携
で
き

る
領
域
と
連
携
の
あ
り
方

③
労
働
組
合
（
連
合
）
と
し
て
の
メ

デ
ィ
ア
戦
略
の
再
構
築
が
必
要

（
マ
ス
コ
ミ
で
の
取
り
上
げ
方
は

守
旧
派
イ
メ
ー
ジ
。）

〈
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